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農業法人従業員の経営理念の
浸透レベルと職務満足度との関係性
─企業的な農業法人 6経営体の事例分析を中心に─

犬田　剛* †・渋谷往男**
（令和 3年 8月 24 日受付/令和 3年 12 月 3 日受理）

要約：規模拡大や経営の多角化を通じて，これまで以上に雇用型経営が増加していくことが見込まれる農業
法人において，適切な経営理念を策定・活用する必要性は高まることが考えられる。そこで，本稿では，企
業的な農業法人 6経営体を対象に，従業員への経営理念の浸透レベルと職務満足度の関係性を明らかにする
ため従業員へのアンケート調査を実施した。さらに，経営者が重視する経営理念の機能と職務満足度の関係
性を明らかにするため農業法人の経営者にヒアリング調査を実施した。その結果，従業員への理念の浸透レ
ベルや行動への影響度と職務満足度は関係性を有していることが明らかになった。また，経営理念の設定に
あたり，経営者が内部向けの機能を重視している経営体と総合的な職務満足度に正の相関関係が認められ
た。これらのことから，従業員の総合的な職務満足度を高めるためには，経営者が，より組織内部向けの機
能を重視した経営理念を掲げることが求められることが示唆された。農業法人の経営者は，本稿で解明した
理念の浸透レベルや行動への影響度と関係性を有する要因を意識した労務管理を行っていくことで，従業員
の職務満足度を向上させるような配慮が必要であると思われる。
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1．　問 題 意 識
⑴　背景
　2020 年の農林業センサス（概算値）によれば，農業経営
体数は1,076千経営体と5年間で21.9%減少する中，法人経
営は 31 千経営体と 5年間で 13.0％増加した。さらに，2015
年の同センサスの常雇いは，220 千人と 5年間で 43.3％増
加しており，農業経営体の雇用者は増加傾向にある。
　規模拡大や経営の多角化を通じて，これまで以上に雇用
型の企業的な経営体が増加していくことが見込まれる農業
法人において，適切な経営理念1） を策定・活用する必要性
は高まることが考えられる。この経営理念は，策定するだ
けではなく，組織内外に浸透させることが重要とされる
（伊丹・加護野，2003）。
　また，青山ら（2019）によれば，農業法人は，従業員の
職務満足度を向上させることにより，長期勤務志向や経営
参画志向を高めることにつながり，その結果，経営成果に
一定の影響を与えることが示されている。慢性的な人手不
足の状態である我が国の労働市場の状況を踏まえると，農
業法人が継続的に経営を成長させるためにも，従業員の職
務満足度を向上させる取組の重要性は増すものと考えられ
る。

⑵　既往研究
a）　一般経営学における経営理念研究
　我が国において，経営理念が意識されるようになったの
は，1956 年に経済同友会が「企業の社会的責任」を主張し
始めたころであり，研究蓄積も 1960 年代以降からとされ
る（浅野，1991）。当初の経営理念研究は，主に経営理念
の作者に焦点を当てながら，内容や構造，形成過程に注目
されてきた（北居，1999）。
　その後，2000 年代に入り，経営理念の浸透方法や浸透
度と企業業績との関係性，個々の組織成員に対する理念浸
透を定量的に分析した実証研究の成果が蓄積されている
（柴田，2013）。
　具体的には，企業業績との関係について，売上高や経常
利益が多い方が経営理念を策定していること（宮田，2004），
従業員数が多いほど経営理念を公開し，業績が優れている
こと（小椋，2014）が明らかになっている。
　また，理念浸透を定量的に分析したものとして，経営者
による理念浸透活動が従業員への理念浸透に影響を与え，
その上で，経営理念の浸透レベルが高い「腑に落ちる」状
態2） と従業員の職務満足度の間に関係性が認められること
（松葉，2008），理念への共感を高めるだけでなく，自社の理
念とは何かをしっかりと理解することにより，理念の行動
的関与が高まること（高尾・王，2012）が指摘されている。
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　さらに，これら定量的分析を踏まえて，個別企業を対象
とした経営理念の浸透プロセスや中小企業の特性を踏まえ
た研究成果も蓄積されている。
　具体的には，組織内の職階や立場に応じた従業員個人へ
のヒアリング調査から，各階層における経営理念を理解す
るプロセスを整理した上で，経営理念の浸透レベルを 6段
階に区分し，これらの段階を踏むことによって，経営理念
が浸透していくこと（田中，2016），一般中小企業の特性
を踏まえて，経営理念の浸透促進が非組織的な経営活動の
見直しを図る有効な手段となり，その貢献度は大企業より
も高いこと（瀬戸，2017）が指摘されている。

b）　農業経営学における経営理念研究
　農業経営を対象とした経営理念研究として，佐々木
（1996）は，経営理念が戦略を規定する重要な要素であり，
農業分野では成文化や対外的な公表は少ないことを指摘し
ている。
　実証的な研究成果としては，花きや酪農経営を対象に新
技術の導入と経営理念の関係性が明らかにされている。具
体的には，経営理念として競争心等の有無が新技術導入の
動機づけとなっていることが明らかになっている（山本，
1998，山本ら，2000）。
　その後，2000 年代以降には企業の社会的責任の関心の
高まりから，農業経営体においても経営理念の重要性が認
識され3），実証研究として，一般企業と比較して酪農の家
族経営体は，経営理念で，利益追求よりも社会的責任を重
視していること（長尾，2007）が指摘されている。
　また，集落営農組織の経営者（リーダー）や組織内での
浸透状況に対する研究成果が蓄積されている。具体的に
は，集落営農組織の経営者（リーダー）の経営理念が組織
の運営を規定しており，企業型に比べ，農地維持型は収益
拡大を重視していないこと（河野ら，2008），経営理念が
後継者候補に対して十分に認識されておらず，組織運営へ
の関わらせ方や能力養成に係る体制整備が十分ではないこ
と（久保ら，2016）が明らかにされている。
　さらに，集落営農組織の従業員を対象としたものとし
て，経営理念が中長期的な拠り所として機能し，理念の機
能向上が従業員のモラール向上につながること（高橋・久
保，2017），経営理念等，経営者が強いリーダーシップを
示す法人において，従業員の職務満足度が高い傾向にある
こと（八木ら，2020）が指摘されている。

c）　近年の企業的農業法人を対象とした経営理念研究
　農業法人は我が国の農業経営を牽引する存在であり，中
小企業と類似した企業的経営も増えつつある。そのため農
業法人を対象とした最近の研究では一般経営学の経営戦略
論を踏まえた経営理念研究の蓄積が図られている。
　具体的には，渋谷（2019）は，経営理念を経営戦略の出
発点と捉え，経営戦略手法の要素として整理した上で，稲
作経営（60 経営体）の特徴として，意思決定者が多いこと
や加工部門を導入している経営体が経営理念を策定してい
る傾向にあることを明らかにしている。
　一方，犬田・渋谷（2020）は，企業的な農業法人 808 経
営体を対象にホームページ上で公表されている経営理念の

文言を営農類型別に分類し，使用されている文言から窺え
る農業法人が重視する機能を一般経営学の概念を踏まえて
整理・分析することで，営農類型により，重視する機能が
異なる傾向にあることを指摘している。
　また，犬田ら（2022）は，企業的な農業法人 488 経営体
を対象としたアンケート調査より，経営理念を明文化して
いる経営体の自己資本比率や自身の経営理念の達成度に対
する評価が高い傾向にあることを明らかにしている。
　さらに，「経営者のもの」（伊丹・加護野，2003）とされ
る経営理念について，犬田・渋谷（2021）は，企業的な農
業法人 6経営体を対象として，経営者が重視する経営理念
の機能が，立地や組織外部のステークホルダーとの関係性
が影響を及ぼしていることを指摘している。

⑶　既往研究の成果と本稿の目的
　以上のように，一般経営学や農業経営学において，経営
理念研究は一定程度の成果が蓄積されている。しかしなが
ら，企業的な農業法人の従業員を対象として，職務満足度
と経営理念の浸透レベルや経営者が重視する経営理念の機
能との関係性は十分に検証されていない4）。
　そこで，本稿では，企業的な農業法人を対象に，第一に，
経営理念の浸透レベルと職務満足度の関係性を詳細に分析
することで，理念の浸透が職務満足度に及ぼす影響につい
て明らかにする。第二に，経営者が重視する経営理念の機
能と職務満足度の関係性を分析し，経営者がどのようなこ
とを意識した経営理念を掲げることが職務満足度を高める
ために，重要となるのかを解明する。
　これにより，農業経営体の経営者が従業員の職務満足度
の向上を図る際の留意点を明らかにするとともに，経営者
が重視するべき経営理念の機能を示すことで，今後の企業
的な農業経営体の育成・発展に寄与することが期待される。

2．　調査・分析方法
⑴　調査先の選定と概要
a）　調査先の選定
　本稿では，企業的な農業法人5） の 6 経営体を選定（表 1）
した上で，経営者へは，経営概要や経営理念で重視する機
能についてヒアリング調査を行い，従業員へは，理念の浸
透レベルと職務満足度に関するアンケート調査を実施し
た。なお，従業員に対するアンケート調査は無記名で回答
者の属性（年代や性別など），所属法人を把握する形式で
実施し，6法人の従業員 42 名に配布，回収数は 39 名（回
収率 92.9%）であった6）。調査は，2019 年 10 月～2020 年
9 月にかけて実施した。

b）　調査対象の経営概要と重視する機能・浸透対象
　本項では，経営者へのヒアリング調査から経営概要と経
営者が経営理念で重視している機能と浸透対象について述
べる。
　まず，A社（酪農）は，経産牛約 350 頭を飼養している。
2014 年に地域の酪農家と共同で事業協同組合を立ち上げ，
生乳を指定団体以外に販売し，従業員 7名と外国人技能実
習生 8名を雇用している。
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　経営者が経営理念の中で特に重視する機能として，A社
は，酪農経営という販路が限られる営農類型の中で，「挑
戦」という言葉を理念に使用し，経営者や後継者・役員に
浸透させることや社内のやる気を引き出す，成員統合機能
と動機づけ機能を重視している。
　B社（養豚）は，母豚約 420 頭を飼養している。1998 年
から地元食肉卸業と共同開発したブランド豚肉の生産・販

売を行っており，従業員 7名を雇用している。
　経営者が経営理念の中で特に重視する機能として，B社
は，販売先と良好な関係を構築しており，「従業員とともに
目指す」という組織内を意識した経営理念を示すことで，
組織内の一体感の形成や従業員のやる気を引き出す，成員
統合機能と動機づけ機能を重視している。
　C社（稲作）は，地域農業者複数戸で設立された。水稲

表 1　調査対象（農業法人）の経営概要と重視する経営理念の機能
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の作付面積約 40 ha に加え，地域の生産者のコメの集荷販
売を実施し，従業員は 6名雇用している。
　経営者が経営理念の中で特に重視する機能として，C社
は，借地中心で，地元農家からの集荷も行っているため，「農
家から望まれる」という取引先・地域等との信頼関係を構
築する環境適合機能を重視している。また，後継者等に現
場の農作業を一任しており，理念を従業員等に浸透させる
ため，やる気を引き出す動機づけ機能を重視している。
　D社（施設野菜）は，住宅も多い立地で，ハウスを活用
してベビーリーフ等を生産し，従業員 11 名，外国人技能
実習生 13 名，常勤パート 40 名を雇用している。
　経営者が経営理念の中で特に重視する機能として，D社
は，特定の安定的な販路を有しており，「安定的に出荷」
という，販売先との信頼関係を形成する環境適合機能を重
視している。また，長期安定取引を実施するなど良好な関
係を構築しているため，「規模拡大と品質の良いハーブ，
ベビーリーフ」という単語を使用しつつ，従業員等のやる
気を引き出すことを重視している。
　E社（露地野菜）は，経営耕地面積約 6 ha で小松菜を
中心に玉ねぎ等の野菜を生産している。従業員は 6名，常
勤パート 40 名を雇用している。
　経営者が経営理念の中で特に重視する機能として，E社
は，販路が学校給食や地元市場等が中心であり，「お客さ
まと地域に愛され」という単語を使用しつつ，地域住民な
どへの良好なイメージを創造する正当化機能を重視する一
方，都市的地域の立地でかつ借地中心の経営のため，地域
や一般社会との信頼関係形成する環境適合機能も重視して
いる。
　最後に，F社（果樹）は，借地を中心に約 5 ha でぶど
うを生産している。農場に直売所を開設し，消費者へ直接
販売を行い，従業員は 5名雇用している。
　経営者が経営理念の中で特に重視する機能として，F社
は，「大地に自然に農作物に優しい農業」といった単語を
使用しつつ，消費者や一般社会に良好なイメージを創造す
る正当化機能を重視していること，借地中心の経営であり，
地域との信頼関係を形成するために環境適合機能を重視し
ている。

⑵　調査方法─調査項目の設定─
a）　従業員の経営理念の浸透レベルの測定
　田中（2016）は，従業員等が経営理念を理解するプロセ

スを整理し，理念の浸透レベルを「認識（第 1レベル）─解
釈（第 2レベル）─理解（第 3レベル）─納得（第 4レベル）
─前提（第 5レベル）─信念（第 6レベル）」の 6段階（表
2）を踏むことによって浸透していくことを示している。
　そこで，本稿では，田中（2016）の研究成果を援用し，
理念の浸透レベル（6段階）に，「経営理念を知らない」を
加えた 7段階（経営理念を知らない＝1，認識＝2，解釈＝
3，理解＝4，納得＝5，前提＝6，信念＝7）で理念の浸透
レベルを測定した。
　また，本稿では，経営理念が日常業務での判断や行動に
及ぼす影響度（以下，「理念の行動への影響度」という）
を明らかにするため，5段階（全く影響しない＝1～とて
も影響がある＝5）で理念の行動への影響度を測定した。

b）　従業員の職務満足度の測定
　我が国の農業経営体を対象とした職務満足分析の研究方
法として，ハーズバーグの「動機づけ＝衛生要因理論」を
援用した調査が多く実施されている（金岡，2010，武田ら，
2019）。この「動機づけ＝衛生要因理論」では，衛生要因
の項目の満足度が高い場合には，不満足が解消されている
状況にあり，動機づけ要因の項目の満足度が高い場合には，
満足が創出される状況にあることを示している（武田ら，
2019）。
　農研機構（2018）は，これらの研究成果や全国の農業法
人に対して実施したアンケート分析の結果から，従業員の
職務満足度を数値化し，優先的な労務管理施策が明示でき
る「職務満足度分析ツール」を開発している7）。
　そこで，本稿では，農研機構（2018）のツールを援用し，
「動機づけ＝衛生要因理論」に基づく，衛生要因22項目，動
機づけ要因 20 項目と総合的な職務満足度 1項目を従業員
へのアンケート項目に設定した上で，各項目の 5段階（全
然そう思わない＝1～全くそう思う＝5）で従業員の職務満
足度を測定した。

c）　経営者が重視する経営理念の機能の測定
　伊丹・加護野（2003）は，経営理念を「経営者のもの」と
し，理念が浸透することで企業の組織文化となること，横
川（2010）は，経営者の直接指導が理念の浸透手段として影
響を与えることを指摘している。このことから，経営理念
の浸透にあたって，経営者の思考や行動が重要といえる。
　この経営理念について，田中（2006）は，組織内部向け
の成員統合機能と動機づけ機能，組織外部向けの正当化機
能と環境適合機能を有していることを整理（表 3）し，組

表 2　経営理念の浸透レベル
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織内外の機能を発揮させることが重要と指摘している。
　そこで，本稿では，田中（2006）の整理を踏まえ，経営
者が重視している理念の機能と職務満足度の関係性を明ら
かにするため，経営者が経営理念で重視する機能や理念を
理解・浸透させる対象を定量的に明らかにするため，AHP
（Analytic Hierarchy Process：階層分析法）を援用した一
対比較によって重要度の分析を行った8）。一対比較の分析
は，経営理念の原理と機能（第 3表）の「成員統合機能」，
「動機づけ機能」，「正当化機能」，「環境適合機能」の 4項
目をそれぞれ比較し，「非常に重要」と判断した場合には 4，
「かなり重要」と判断した場合には 3，「重要」と判断した
場合には 2，「同じくらい重要」と判断した場合には 1と
した 4段階である。なお，重要度の算出方法は幾何平均を
適用している。

⑶　分析手法
a）　相関分析
　前節の調査方法により収集したデータをもとに，衛生要
因と動機づけ要因の各項目の相関係数から総合的な職務満
足度に影響を与えている項目を把握する。
　次に，衛生要因と動機づけ要因の各項目の相関係数から
と従業員の経営理念の浸透レベル・理念の行動への影響度
との関係性を相関係数により把握する。
　最後に，衛生・動機づけ要因の各項目について，総合的
な職務満足度と経営理念の浸透レベルや理念の行動への影
響度で共通する事項等の要因について検証する。

b）　重回帰分析
　次に，総合的な職務満足度に影響を及ぼす要因と経営者
が重視する経営理念の機能や理念の浸透レベル，理念の行
動への影響度，従業員の属性，職務満足度の各項目等の関
係性を明らかにするため，総合的な職務満足度を目的変数
とする重回帰分析を実施した。
　なお，説明変数は，経営者が重視する経営理念の機能に
ついて，内部向け機能の重要度（成員統合＋動機づけ）と
理念の浸透レベル，理念の行動への影響に加え，属性と満
足度の各項目の中で，法人間の差が有意に認められた 24
項目（表 5）を候補の説明変数として推定した後，変数減
少法により，最終的にすべての変数の P値が 0.05 以下と
なるものを選択して分析結果を得た。

3．　相関分析の結果と考察
⑴　相関分析に係る既往研究の成果
　まず，職務満足度と各種要因については，多くの既往研
究でその関係性が指摘されている（表 4）。
　主にハーズバーグの「動機づけ＝衛生要因理論」に基づ
く実証研究が多く行われており，それぞれ，職務満足度と
要因との関係性が示されている。

⑵　総合的な職務満足度と衛生・動機づけ要因の関係性
a）　分析結果
　総合的な職務満足度と衛生・動機づけ要因の各項目の関
係について分析結果を述べる（表 5）。
　まず，総合的な職務満足度と衛生要因の相関係数が正で
有意な項目は，経済的報酬の給料額，給料比較，保険制度，
賃金体系，対人関係の雰囲気，経営施策の協調性，意見反
映，幹部疎通，監督技術の責任分担，段取り，家族的であっ
た。
　一方で，動機づけ要因との相関係数が正で有意な項目
は，昇進の全項目，承認・成長の承認，権限付与，能力向
上，達成感の全項目，責任の自己裁量，使命感，はりあい，
仕事・生活のおもしろさ，自然ふれあい，長期就社であっ
た。

b）　考察
　分析結果から，総合的な職務満足度と衛生・動機づけ要
因の多くの項目が関連性を有していることから，各項目の
満足度を高める取組みを実施することが，総合的な職務満
足度を高めることを示唆している。
　一方で，総合的な職務満足度と衛生要因の対人関係は雰
囲気以外，作業条件は全ての項目で関係性が認められな
い。対人関係は，親睦会等の開催状況や作業指示の徹底状
況，作業条件は，疲労や衣類の汚れ，作業安全などの農場
等の現場作業に関する満足度を示している。
　対人関係の項目は，法人間の差も認められるが，既往研
究（八木ら，2020）では，職場環境の雰囲気等と総合評価
（働きがい・働きやすさ）の関係性が認められる一方で，
歓送迎会等の実施との関係性が認められていないことか
ら，農業経営体において共通する傾向であることが示唆さ
れる。
　また，作業条件について，既往研究（八木ら，2020）で
は，労働時間・休日日数や職場の安全対策と総合評価の関
係性が認められているが，本稿では関係性が認められな
かった。これは，既往研究（八木ら，2020）が耕種を中心
とする集落営農法人 5経営体を対象としているが，本稿の
調査対象は，畜産や耕種などの営農類型を対象としてお
り，法人間の差が認められていることからも営農類型に
よって労働環境・条件が異なることも影響しているものと
考えられる。

⑶　理念の浸透レベルと衛生・動機づけ要因の関係性
a）　分析結果
　次に，経営理念の浸透レベルと衛生・動機づけ要因との

表 3　経営理念の原理と機能
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関係について分析結果を述べる。
　まず，経営理念の浸透レベルと衛生要因の相関係数が正
で有意な項目は，経済報酬の給料比較や賃金体系，経営施
策の方針徹底，協調性であった。また，理念の浸透レベル
と動機づけ要因との相関係数が正で有意な項目は，昇進の
キャリアパスと昇進機会，承認・成長の権限付与であった。

b）　考察
　理念の浸透レベルと衛生要因の経済的報酬の給料比較や
賃金体系の関係性が認められたが，この給料比較は地域の
他社との比較，賃金体系は諸手当を含めた満足度を示すも
のである。一方，同じ経済的報酬の給料額や同僚比較など
の項目については，法人間の差が認められない中で，理念
の浸透レベルとの関係性が認められなかった。
　これは，給料額については給料の額面だけではなく，地
域の他社との給料額に対する意識が高いこと，同僚比較に
ついては，比較対象となる同職位の従業員が限られている
ことが要因として考えられる。
　既往研究（北居，2014）では，経営理念等の組織目標を
共有することで，従業員からより低いコストで貢献を引き
出す効果（理念的インセンティブ）を有していることが示
されている。本稿の結果から，農業法人においても，給料
比較や賃金体系といった項目を中心に，理念的インセン
ティブの効果が発揮されていることが示唆された。
　次に理念の浸透レベルと経営施策の協調性の関係性が認
められた。既往研究（ピーター，2011）では，経営理念を

構成する共有ビジョンと目的が組織内に浸透することで，
職場における協調性等が構築されることを示されている。
本稿の結果も同様の傾向にあり，共通の価値観である理念
が浸透と協調性に関係性があることが示唆された。
　一方で，理念の浸透レベルと動機づけ要因の昇進のキャ
リアパスや昇進機会，承認・成長の権限付与の関係性が認
められた。これらの項目は，社内での様々な業務を経験す
る機会や将来の自身の仕事や地位をイメージできる状況や
現状のポスト・権限に対する満足度を表している。
　既往研究（田中，2006）では，理念と仕事の整合性をと
るためには，従業員に自由裁量を与え，仕事を行う上で，
経営理念を常に意識できる状況を作ることが有効であるこ
とが示されており，本稿の結果からも理念の浸透レベルと
権限付与等の満足度に関係性があることが示唆された。

⑷　行動への影響度と衛生・動機づけ要因の関係性
a）　分析結果
　次に，理念の行動への影響度と衛生・動機づけ要因との
関係について分析結果を述べる。
　理念の行動への影響度は動機づけ要因の昇進の昇進公平
性，承認・成長の独立，達成感の達成評価，責任の能力発
揮と相関係数が正で有意であることが認められた。

b）　考察
　理念の行動への影響度については，動機づけ要因の昇進
の昇進公平性や達成感の達成評価の項目との関係性が確認

表 4　職務満足度と各要因の関係性に係る主な既往研究の成果
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されたが，これらの項目は自身の評価に関する満足度を示
すものである。既往研究（田中，2006）においても，経営
理念を組織に落とし込むためには，人事評価等の制度を通
じることが重要と指摘されている。
　この点は，武田ら（2019）において，農業経営体の課題
として，従業員に対する明確で納得感のある評価基準等の
制度構築が上げられていることから，今後の課題として意

識する必要があると考えられる。
　一方で，理念の行動への影響度と承認・成長の独立，責
任の能力発揮の関係性が唯一認められた。この 2つの項目
は，独立志向と現状の仕事が能力発揮しているかという満
足度を示すものである。これは，独立を志向する又は能力
を十分に発揮できている従業員については，経営理念を意
識した行動を行う傾向があることを示している。

表 5　職務満足度と理念の浸透レベル・理念の行動への影響度
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　一方で，両項目は，総合的な職務満足度と理念の浸透レ
ベルとの関係性は認められていない。こうした点から，実
際に理念が行動に影響を及ぼす要因については，従業員の
独立志向などのキャリア志向等も影響していることが示唆
される。
　なお，理念の行動への影響度と属性の従事部門について
関係性が認められた。この点は，農業経営体の経営理念が
生産に関与する内容となっていることから，実際に生産現
場で従事する従業員が理念に基づく行動をとりやすいこと
要因として考えられる。

⑸　小括
　最後に前節までの分析結果と考察を踏まえ，衛生・動機
づけ要因と総合的な職務満足度，理念の浸透レベル，理念
の行動への影響度のそれぞれの関係性について，本稿で得
られた知見を考察する。
　まず，衛生要因について，総合的な職務満足度と理念の
浸透レベルで共通して関係性が認められたのは，給料比較
と賃金体系の経済的な満足度であった。これは，既往研究
（北居，2014）の理念的インセンティブの効果を発揮する
ことが示唆されるものであり，給料比較や賃金体系に対す
る満足度と総合的な職務満足度の関係性を示唆している。
また，給料比較と賃金体系については，法人間の差が確認
されていないことからも，営農類型等の影響が少ない項目
と考えることができる。
　次に，動機づけ要因の項目のうち，総合的な職務満足度
と経営理念の浸透レベルで共通して関係性が認められた，
昇進のキャリアパスと昇進機会，承認・成長の権限付与の
将来展望や自身の仕事に対する権限の妥当性についての満
足度である。これは，理念の浸透レベルと自身の将来展望
や権限に対する満足度の関係性が確認されたものであり，
これらの項目が結果として総合的な職務満足度に影響を及
ぼしていることを示唆するものである。
　一方で，総合的な職務満足度と理念の行動への影響度で
共通して関係性が認められた，動機づけ要因の昇進の昇進
公平性，達成感の達成評価といった，人事評価に関する満
足度である。こうした人事評価に関する満足度と総合的な
職務満足度の関係性が確認されたものであり，理念の行動
への影響度にも影響を及ぼすことが示唆された。
　なお，総合的な満足度と理念の浸透レベルと理念の行動
への影響度の関係性に有意な相関関係が認められなかっ
た。これは，各経営体によって，総合的な満足度と影響度
が異なる傾向にあることが要因として考えられる9）。

4．　重回帰分析の結果と考察
⑴　重視する機能と総合的な職務満足度の関係性
a）　分析結果
　次に，経営者が重視する経営理念の機能と総合的な職務
満足度との関係性について，重回帰分析の分析結果につい
て述べる。
　総合的な職務満足度との関係性を見ると，内部向け機能
の重要度，理念の行動への影響度，属性の年代，衛生要因

の作業安全，家族的，動機づけ要因のやりがいが正値で，
理念の浸透レベル，定数項が負値で有意であった。
　経営者が重視する機能との関係性は，内部向け機能の重
要度が正値で有意であったことから，内部向けの機能を重
視する経営体の総合的な職務満足度が高い傾向にあること
が確認された。

b）　考察
　分析結果から，総合的な職務満足度と経営者が重視する
機能については，経営者が内部向けの理念をより重視して
いる経営体ほど，総合的な職務満足度は高まる傾向にある
ことが確認された。一般中小企業を対象とした実証研究で
ある松葉（2008）は，組織トップによる経営理念の浸透策
が理念の浸透に影響を与えることを示していること，宮田
（2004）は，経営者の強い動機づけが従業員に影響を与え
ていることを指摘しており，農業法人においても経営者が
理念で重視する機能に基づく行動を日常的に行うことが総
合的な職務満足度に影響を与えていることが考えられる。
　次に，理念の浸透レベルが負値で有意であったが，この
点は，従業員の年代が若く，勤務年数も比較的短い特定の
経営体の結果が影響していること10） が考えられるが，理念
の行動への影響度は正値で有意であったことから，総合的
な職務満足度を高めるためには，理念の浸透レベルではな
く，その理念を十分に理解し，従業員が日常的な行動につ
ながる段階まで定着させる必要性が高いことが示唆された。
　既往研究（高尾・王，2013）では，理念の行動的関与を
高めるためには，理念への共感を漠然と高めるのではな
く，理念とは何か十分に理解されていることが必要となる
ことが指摘されている。本稿の結果からも理念の浸透だけ
でなく，理念の行動への影響度を高めることが総合的な職
務満足度を高める重要な要因であることが示唆された。
　次に属性については，年代が正値で有意という結果で
あった。これは，総合的な満足度が高い従業員は年代が比
較的高いことを示している。
　次に衛生要因については，作業安全との関係性が正値で

表 6　総合的な職務満足度に関する推計結果
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認められたが，比較的重筋作業等が多い，畜産経営（内部
向けの機能を重視）の影響を受けて，総合的な職務満足度
と関係性が認められたと考えられる。
　さらに，家族的との関係性が認められているが，中小企
業等を含む家族的な雰囲気に対する満足度が農業法人経営
で高いこと（金岡，2010）も影響しているものと思われる。
これらの項目については，農業経営体に共通する項目と考
えられる。
　動機づけ要因については，やりがいが総合的な職務満足
度と関係性が認められている。この点について，既往研究
では，ワークライフバランス制度を導入した農業法人にお
いて，仕事のやりがいの職務満足度を高める効果が発揮さ
れたこと（前田ら，2019）が指摘されている。本稿の結果
からも，やりがいの満足度を高めることの重要性が示唆さ
れ，農業経営体が意識的に取り組むことで改善が図れる項
目と考えられる。

5．　結　　　論
　本稿は，農業法人の経営者と従業員を対象に経営理念の
浸透レベルや理念の行動への影響度と衛生・動機づけ要因
の相関分析から，一般経営学の実証研究と同様に従業員へ
理念の浸透レベルや行動への影響度と職務満足度の関係性
を有し，主に以下の 3点を明らかにした。
　第一に，経営理念の浸透レベルが高まることで，給料比
較等の理念的インセンティブや将来展望の満足度を高める
ことである。
　第二に，人事評価に関する満足度を高めることにより，
理念の行動への影響度を高めるなどの効果を発揮させるこ
とが確認された。
　第三に，これらの項目は総合的な職務満足度との関係性
も認められ，理念の浸透を図ることにより，総合的な職務
満足度へ効果を及ぼしていることが示唆された。
　一方，総合的な職務満足度と経営者が重視する経営理念
の機能や従業員への理念の浸透レベル，職務満足度の各項
目との関係性について，重回帰分析により，主に以下の 3
点を明らかにした。
　第一に，経営者が内部向けの機能を重視している経営体
ほど，総合的な職務満足度が高いことが認められたことで
ある。このことから，経営者が，組織内部の従業員をより
重視した経営理念を掲げることで総合的な職務満足度を高
めることが期待できる。
　第二に，総合的な職務満足度を高めるためには，単に理
念の浸透レベルを高めただけでなく，それを現場での判断
や具体的な行動につなげる段階まで定着させることが重要
であることである。
　第三に，総合的な職務満足度を高めるためには，動機づ
け要因のやりがいなどの項目の満足度を高めることの重要
性が示唆されたことである。これらの項目については，人
的資源管理施策の取り組みを農業法人においても実践する
ことが重要であると考えられる。
　以上，本稿の成果は，これまで十分に検証されていな
かった，企業的な農業法人における職務満足度と経営理念

の浸透レベルや経営者が重視する経営理念の機能の関係性
を明らかにし，経営者が組織内部向けの理念を意識しなが
ら，従業員が経営理念を十分に理解している状況を作るこ
との重要性を改めて示したことである。
　農業経営体はこれらに配慮した経営理念の策定や労務管
理を行っていくことが理念の浸透につながり，ひいては従
業員の職務満足の向上に寄与すると思われる。
　これにより，農業法人の経営者が自らの経営理念を組織
内に浸透させる際に意識するべき取り組みを実践すること
が可能となり，我が国の企業的な農業経営体の育成・発展
につながっていくものと期待される。
　一方で，本稿では経営者が内部向けの機能を重視してい
る経営体の理念の浸透レベルが高まっているものの，どの
ようなプロセスを経て従業員に浸透するのかは解明されて
いない点や重回帰分析の結果，理念の浸透レベルが負値と
なった要因については十分な検証ができていない。
　また，本稿の調査対象は異なる営農類型を対象としてお
り，法人間の差の検証は十分に実施できていない。例えば，
本稿では，内部向け機能を重視している経営体（A, B 社）
はいずれも畜産経営であること，有効求人倍率等からも雇
用環境が異なることが，経営者が重視する経営理念の機能
に影響を及ぼしていることも考えられる11）。
　さらに，農業経営学の独自領域とされる外的地域対応要
因（鈴村，2021）との関係性，組織外部のステークホルダー
への理念浸透や効果についても十分な解明がなされてな
い。これらの点については，今後の研究課題としたい。

注
1）　本稿における経営理念の定義は，「社会における自社の存
在意義や果たすべきミッション（使命）を普遍的な形で表
した基本的価値観の表明」（相葉，1999）を採用する。

2）　松葉（2008）は，理念の浸透度を「言説的に理解」してい
る状態と，「腑に落ちる」状態に区分している。

3）　日本農業法人協会は，「農業法人法人における CSR に関す
るガイドライン」（日本農業法人協会，2009）を策定し，広
く啓蒙している。また，芹田・犬田（2016）は，同ガイド
ラインの重要性を指摘している。

4）　職務満足度については，企業的な農業経営体を対象とした
多くの既往研究（金岡，2010，武田ら，2019，青山ら，
2019）が蓄積されているが，経営理念との関係性に着目し
た検証は十分に行われていない。

5）　農業法人は，家族経営から規模拡大等を通じて，雇用型経
営へと転換する中で，法人形態をとることが一般的とされ
ることから，調査対象の選定に当たり，個人経営から法人
を設立し，第三者を雇用していること，経営理念を組織内
外に浸透させるためには一定の期間が必要であることか
ら，法人設立から 10 年以上が経過している農業法人を選
定した。なお，日本農業法人協会々員の営農類型別の従事
者規模別の最頻値と同水準（日本農業法人協会，2018）の
農業法人を調査対象として選定した。

6）　職務満足度を回答することから，記載内容の秘匿性を高め
るため，アンケート調査票と返信用の封筒を配布し，記入
者自身で封緘したものを郵送で回収する方法をとった。

7）　農研機構（2018）は農業経営の特性を踏まえた職務満足度
分析ツールを開発している。本稿では，従業員へのアンケー
トの設問に当たり，同ツールで提供されている内容を使用
した。
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8）　本稿では，経営者が重視する機能の一対比較の結果につい
ては，既往研究（犬田・渋谷，2021）の研究成果を活用し
ている。経営者が重視する機能や浸透を重視する対象（従
業員等）を詳細に分析した結果については，犬田・渋谷
（2021）を参照。

9）　各経営体別の総合的な職務満足度と理念の浸透レベルの相
関係数は▲0.76～0.11，理念の行動への影響度との相関係数
は▲0.61～0.53 と経営体によってばらつきがある。

10）　総合的な職務満足度と理念の浸透レベルの関係性について
は，特定の経営体において，相関係数が負値（A社▲0.71，
E社▲0.76，F社▲0.10）であり，経営理念の浸透レベルの
ばらつきも大きい（標準偏差：1.73）ことが影響している
ものと考えられる。また，相関係数が負値の 3社（A, E, F
社）に共通する点としては，3社ともに従業員の年代が若
く（全体平均 2.56，A社 1.85，E社 2.18，F社 1.67），勤務
年数も短い（全体平均 6.64 年，A社 4.71 年，E社 3.73 年，F
社 2.17 年）ことも影響していることが示唆される。

11）　経営理念の中で，内部向けの機能を重視しているのは，畜
産（A, B 社）であり，外部向けの機能を重視しているのは，
露地野菜（E社）と果樹（F社）であった。また，雇用環
境を見ると，内部向けの機能を相対的に重視していた，畜
産（A, B 社）と稲作（C社），施設野菜（D社）の立地す
る道県の有効求人倍率が全国平均を上回っているのに対
し，露地野菜（E社）と果樹（F社）の立地する県の有効
求人倍率は全国平均を下回っている。つまり，比較的雇用
環境が恵まれているE社及び F社は外部向けの機能を重視
している。これらのことから，営農類型や有効求人倍率な
どの雇用環境も経営者が重視する経営理念の機能に影響し
ていることが示唆される。
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The Relationship between the Degree of Penetration of 
Management Philosophy Among Employees of 

Agricultural Corporations and Their Job Satisfaction: 
Case Study Analysis of Six Agricultural Corporations
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Summary：The purpose of this study is to clarify the relationship between the level of penetration of 
management philosophy to employees and job satisfaction in six agricultural corporations.  In this study, 
we conducted a questionnaire survey to the employees and an interview survey to the managers of the 
agricultural corporations.
　　As a result, it was found that there was a relationship between the level of penetration of the 
philosophy among employees and the degree of influence on their behavior and the level of job satisfaction.  
In addition, there was a positive correlation between the level of managementʼs emphasis on internally 
oriented functions and overall job satisfaction.
　　Therefore, in order to increase the overall job satisfaction of employees, it is necessary for the man-
agement to set up a management philosophy that emphasizes more internal functions of the organization.  
It is necessary for the management of agricultural corporations to improve the job satisfaction of employees 
by conducting labor management that is aware of the factors that have a relationship with the level of 
penetration of the philosophy and the degree of influence on behavior as elucidated in this paper.

Key words：management philosophy, job satisfaction, agricultural corporations, questionnaire survey, 
hearing survey
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